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監 査 事 務 局 事 務 分 掌

監 査 部

監査管理課 

（１）監査方針、監査年間計画及び監査実施計画（財務監査課の主管に属するものを

除く。）に関すること。

（２）事務局の人事、文書、予算及び決算その他庶務に関すること。

（３）監査委員に関すること。

（４）事務局の危機管理に関すること。

（５）住民請求監査に関すること。

（６）外部監査に関すること。

（７）その他地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）に定める監査委員の職務に属する

こと（財務監査課の主管に属するものを除く。）。

財務監査課 

（１）監査実施計画に関すること。

（２）定期監査（事務・工事関係）に関すること。

（３）決算審査及び基金運用状況審査に関すること。

（４）健全化判断比率等の審査に関すること。

（５）資金不足比率等の審査に関すること。

（６）現金出納検査に関すること。

（７）行政監査に関すること。

（８）財政援助団体等監査に関すること。

（９）金融機関の公金出納監査に関すること。

（10）その他地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）に定める監査委員の職務に属する

こと。
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＜予算関係議案＞ 

 

市第128号議案  包括外部監査契約の締結 
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平成 29 年度  一般会計歳入予算説明 

 

 

科     目 本年度予算額 前年度予算額 差引増△減 説     明 
説明書 

対照頁 
 

 

24 款    諸 収 入 

 

       千円 

 

31 

       千円 

 

36 

       千円 

 

▲5 

 

 

 

 

 

89 

 

 

 

 

５項  雑   入 

 

 

31 

 

 

36 

 

 

▲5 

 

  

94 

 

 

 

 

 

 

 

14 目 雑入 

 

 

31 

 

 

36 

 

▲5 

 

  

102 

    
(2)社会保険料納付金 

 

23 

 

 

28 

 

▲5 

 

嘱託員の社会保険料納付金 

 

102 

   
(3)その他 8 8 0 包括外部監査報告書販売収入 103 

 

歳   入   合   計 

 

 

31 

 

36 

 

▲5 
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平成 29年度  一般会計歳出予算説明 

 

 

科     目 本年度予算額 前年度予算額 差引増△減 説     明 
説明書 

対照頁 
 

  

２款    総   務   費 

 

       千円 
 

459,699 

       千円 
 

468,273 

       千円 
 

▲8,574 
監査委員の職務執行及び監

査事務局の運営に要する経

費並びに外部監査に要する

経費 

 

115 

  

８項  監   査   費 

 

459,699 

 

468,273 

 

▲8,574 

 

131 

  

 

 １目 監査委員費 441,199 449,773 ▲8,574 

職員人件費  416,807千円 
特別職 1人 
一般職41人 

監査委員費     10,728千円 
運営費         13,664千円 

131 

   

２目 外部監査費 

 

 

    18,500 

  

   18,500 

 

0 外部監査経費  18,500千円 

 

133 

 

歳   出   合   計 

 

 

459,699 

 

468,273 

 

▲8,574 

  

 



平成 29 年度 監査事務局 運営方針 

 

Ⅰ 基本目標 
市政に対する市民の信頼をより高めるため、 

監査を通じて、区局の業務の適正化と改善を支援します！ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅲ 目標達成に向けた組織運営 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
★基本目標等を具体化する、主な事業・取組については、次頁をご覧ください。 

 

Ⅱ 目標達成に向けた施策 

１ 適正性と、経済性・効率性・有効性の視点からの監査 

○区局の事業執行の適正性を確保するため、厳正な監査を着実に進めます。 
○事業の経済性･効率性･有効性の視点を踏まえ、業務改善に向けた実効性ある監査を行うと 
ともに、監査内容を拡充するなど、充実を図ります。 
 

２ 監査結果を活用した区局での業務改善に向けた取組 

○図表を活用するなど、市民や区局に分かりやすい意見書・報告書を作成します。 
○監査結果が区局での業務改善に生かされるよう、情報発信など様々な取組を、機会を捉えて

実施します。 

３ 区局での自己点検の取組等への支援 

○地方自治法改正の動きを踏まえ、現場の実情を把握しつつ、監査を通じて区局の業務改善の

取組やリスク管理のための自己点検など内部統制の取組を支援します。 

人材の育成 

市民感覚・現場感覚を大切にし

つつ、監査に関する専門知識・

スキルをより高めるため、研修

を充実させるなど人材育成に

取り組みます。 

組織のチーム力の向上 

職員の意欲と能力を最大限

に引き出すとともに、職員間

の情報共有を進め、連携・協

力体制を構築し、職場のチー

ム力を高めます。 

ワークスタイル改革 

仕事や会議の進め方を見直

し、効率的かつ効果的に業

務を遂行し、ワークライフ

バランスの推進に取り組み

ます。 



 

 参考 主な事業・取組 

【主な事業・取組】 【内容】 

１ 適正性と、経済性・効率性・有効性の視点からの監査 

(1) 監査委員会議における監査内容の審議等

の充実 

⇒監査対象局の課題等を示した事前説明の充実 

 

（2）意見・報告に係る監査方法や内容の充実 

ア 決算審査意見書の提出（９月） 

 

  イ 健全化判断比率等審査意見書の提出（９月) 

  ウ 定期監査報告書の提出（３月） 

 

 

エ より充実した監査方法・内容の検討 

 

⇒決算対象局事業の課題の把握（～５月） 

⇒企業会計における経営指標の分析 

⇒健全化判断比率等の分析等の実施 

⇒業務リスクを考慮した定期監査重点項目の設定と監査手法の早期検討

の実施（～７月） 

⇒現場検証等による実地監査の充実【拡充】 

⇒地方公会計関係書類を活用した監査手法の研究 

⇒都市監査基準の適用【新規】 

２ 監査結果を活用した区局での業務改善に向けた取組   

（1）市民、区局向けの情報発信 

 

⇒ホームページ等で各報告書等の内容を迅速に発信（随時） 

⇒職員向け広報紙「ビタミンＫ」の発行と活用促進 

⇒工事監査指摘事項の一覧化による区局の業務改善の促進（３月） 

⇒監査研修会や出前講座などの研修資料の発信による区局の業務改善の

促進（随時） 

(2) 指摘事項等の着実な措置に向けた取組 ⇒監査指摘事項未措置案件のフォローアップ 

・監査報告の調整部局（総務局コンプライアンス推進室）との合同に

よるヒアリングの実施（１月） 

⇒監査結果に対する対応等について総務局コンプライアンス推進室との

協議の実施（随時） 

（3）住民監査請求制度の円滑な運営 ⇒丁寧な要件審査と迅速な監査の実施（随時） 

３ 区局での自己点検の取組等への支援 

（1）業務改善、自己点検の取組への支援 

 

 

 

 

⇒区局の自己点検の取組内容・課題等のヒアリング及び情報提供（決算

審査、定期監査時） 

⇒区局職員向け研修会の開催（包括外部監査結果を含む）（５月） 

⇒工事担当部門向け出前講座の開催（４月～６月） 

⇒市長部局における内部統制体制の評価に対する審査に向けた検討【新規】 

４ 組織運営 

(1）人材の育成 

 

 

 

 

⇒簿記検定有資格者の育成 

※平成30年３月時点の簿記３級以上有資格者の増 

⇒職場内講師による監査実務研修 

 ・決算審査（４～６月）、監査技術向上（４、10月）、エクセルマクロ

技術向上【新規】 

⇒監査委員（専門分野）による研修等    

(2) チーム力の向上 ⇒情報共有タイム等による局内の情報共有強化  

⇒チームＫ（局改革推進委員会）による職員参画の取組推進 

（3）ワークスタイル改革 ⇒表計算ソフト等のスキルの向上による業務の効率化 

⇒ペーパーレス化の推進 

・既存文書の整理及び廃棄、文書の発生抑制 

⇒業務や会議の効率化等による超過勤務時間の削減 
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